　
７３４円（＋１５円）で結審なる！
平成２５年度北海道最低賃金審議会答申
北海道地方最低賃金審議会は、８月２１日午後５時半より第５回となる本審を開き、平成２５年度の北海道最低賃金を現行の７１９円から１５円引き上げで７３４円に改正することで結審した。
決定状況は、専門部会、本審ともに全会一致とはならず、使用者側反対、労働側と公益側賛成により決着した。１０月１８日が発効日の見込みとなる。
　審議は、中央最低賃金審議会が８月７日に示した「北海道は１１円～２２円」という幅のある目安、さらに「生活保護とのかい離を２年以内に速やかに解消する」ことの捉え方が争点となった。
　労働側は、北海道だけが生活保護以下であってはならないこと、北海道における非正規労働者の比率が４割超と非常に高く、その内、３分の１が主たる生計者であることを重視し、本年度での生活保護とのかい離解消に努めるよう強く主張した。これに対し使用者側は、ここ数年大幅な引き上げが続いてきていることや、個別企業の支払い能力の限界を強調し、生活保護とのかい離解消は柔軟に対応すべきと主張したため激しい攻防となった。
　労使とも歩み寄りできず膠着状態となったため、公益側が示した１５円をどう判断するかが問われたが、①今回の改定額１５円は、過去最高の引き上げ額であることや、②生活保護とのかい離を来年解消させることが示されたこと、③答申のなかに「中小企業・小規模事業者への支援拡充」、④行政機関発注の契約における履行確保への配慮など盛り込むことが出来たことを一定評価し、公益提示に賛成することとした。（経過等は事務局長談話参照）
　
　【２０１３年度地域別最低賃金金額改正状況】 　８月２２日現在
	都道府県
	2012最賃額
	2013改定額
	引上額
	引上率
	審議会結審日
	採決
	発効日

	千葉
	７５６
	７７７
	２１
	２．７８％
	８月２１日
	●
	１０月18日

	静岡
	７３５
	７４９
	１４
	１．９０％
	　 ８月９日
	●
	１０月１２日

	富山
	７００
	７１２
	１２
	１．７１％
	８月１２日
	○
	 １０月６日

	長野
	７００
	７１３
	１３
	１．８６％
	８月２１日
	●
	１０月１９日

	北海道
	７１９
	７３４
	１５
	２．０９％
	８月２１日
	●
	１０月１８日

	群馬
	６９６
	７０７
	１１
	１．５８％
	８月１９日
	△☆
	

	山梨
	６９５
	７０６
	１１
	１．５８％
	８月２１日
	○
	１０月１８日

	石川
	６９３
	７０４
	１１
	１．５９％
	８月２１日
	●
	１０月１９日

	福井
	６９０
	７０１
	１１
	１．５９％
	８月１９日
	☆
	

	山口
	６９０
	７０１
	１１
	１．５９％
	８月１４日
	●
	１０月１０日

	福島
	６６４
	６７５
	１１
	１．６６％
	８月１２日
	△☆
	


　　　※決定状況  ○全会一致  ●使用者側反対  ☆使用者側一部反対  △労働者側一部反対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　最低賃金についてのご意見を連合北海道最賃対策委員会までお知らせ下さい。
TEL011-210-0050　FAX011-272-2255
メールは　organization@rengo-hokkaido.gr.jp　まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２５年度北海道最低賃金改正に関する事務局長談話
北海道地方最低賃金審議会は、８月２１日１８時過ぎ、平成２５年北海道の最低賃金を現行の７１９円から１５円引き上げ、７３４円に改正し、１０月１８日から発効することで結審した。
地域最低賃金は、北海道の低賃金構造を改善し、「働く貧困層=ワーキングプア」の解消のためのセイフティーネットの一つとして最も重要なものである。
本年度の北海道地方最低賃金審議会は、現下の最低賃金を取り巻く状況を踏まえ、「経済財政運営と改革の基本方針」及び「日本再興戦略」に配意した調査審議を諮問されたが、公労使三者の真摯な議論を重視する姿勢を明確に打ち出してスタートした。
本年の審議に当たって労働者側は、諮問内容を重く受け止め、今後、物価上昇のもとで、特に低所得層（２００万円以下の労働者が２３％）への十分な配慮が必要であること。「生活保護とのかい離額を５年以内で解消する」と合意した期間が既に過ぎていることから本年度で生活保護費とのかい離２２円を解消し、加えて働く者が経済的に自立可能な水準への改定を強く求め、雇用戦略対話合意の８００円、１,０００円への引き上げに向けた道筋を付けることを強調した。
これに対し使用者側は、政府方針を重視し過ぎることなく、一定程度の配慮にとどめるべきであることや、近年の特異な最賃引き上げ率を持ち出して、個別企業の支払い能力の限界を強調し、また、生活保護も「逃げ水」の状況が続いており、かい離解消は柔軟に対応すべきと主張した。
労働側委員は、「北海道だけが、労働の対価としての賃金が生活保護費以下であってはならないこと」「北海道の非正規労働者の比率が４２．８％にも及んでおり、その内、３分の１が主たる生計者であることを重視すること」など、大幅引き上げに向けて、最低賃金のあるべき水準の議論を尽くし、本年度でのかい離解消に最大限努めるよう主張した。
しかし、本年度は平成２４年度生活保護水準の見直しに伴い、かい離額が１６円から２２円に拡がったことや、「中賃目安」が「１１円～２２円、２年以内の速やかな解消」と幅のある表現の捉え方を巡って、審議会議論は激しいやり取りとなり、発効日も昨年同様、大幅に遅れる状況となった。
労使譲らず激しい審議が続く中、公益委員から「中賃目安などを考慮する必要もあり、１５円の引き上げと生活保護費とのかい離を来年度で解消する」と提案があった。労働側は、引き上げに伴う影響率がパートに至っては３３．１％と労働者に与える影響が極めて大きいこと、来年のかい離解消が担保されたとの判断をもって、三者合意には至らなかったが、労働側が公益案に賛成することで結審に至った。
　　今年は、５月２０日から１ヶ月かけて「ＳＴＯＰ　ＴＨＥ　格差社会！暮らしの底上げ実現」全道キャラバン行動を取り組んだ。「最低賃金の引き上げによって賃金全体の底上げを図る」「国民が安心して暮らせる社会をつくる」ことを主張し、全道１０６箇所で街頭宣伝活動等を実施し、審議会会長宛のＦＡＸ要請（約４２０団体）、労働局前での昼休み集会、札幌駅前「早朝街宣行動」などを展開し、道民世論の喚起に向けた取り組みに全力をあげてきた。
今回の改定額は、労働側が主張してきた本年度で生活保護とのかい離解消という要求からして、決して満足のできる改定額とは言えないが、１５円は過去最高の引き上げ額であり、また、引き上げ率２.０９％も過去最高となった。非正規労働者が沖縄県に次いで高く、引き上げに伴い３割以上の労働者に影響を与えることや、生活保護費とのかい離を来年度で解消する答申が出されたことなどを総合的に考慮すると一定評価できるものと言える。
地域別最低賃金の闘いは一定収束を図ることとするが、引き続く、特定（産業別）最低賃金の引き上げと、残された生活保護とのかい離解消はもとより、雇用戦略対話合意の８００円、１,０００円への引き上げに向けて、改正された最低賃金の履行確保を求めていく。
この取り組みに結集された産別・単組、地協・地区連合、関係各位のご協力に感謝し、引き続き、最低賃金の大幅引き上げに向けて、今後も全力を挙げるとともに、その遵守を求めていく。
２０１３年８月２２日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連合北海道　事務局長　　出　村　良　平
2013北海道　最賃情報


Ｎｏ．６　　　　　　２０１３．８．２２（木）　　連合北海道最賃対策委員会








